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ＪＲ連合は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴うＪＲ産業への影響が広がる中、国会

議員懇談会および議員フォーラムなどの関係議員に対し、目下のＪＲ産業が置かれた状況

について頻繁に情報提供を行いながら密接に連携及び協議を図っている。 

現在、国会では毎週新型コロナウイルス対策政府・与野

党連絡協議会が開催されているが、５月 22 日に開催され

た第８回会合では、立憲・国民・社保それぞれの会派が、

第２次補正予算案を巡り、ＪＲ連合からの要望事項など

を踏まえて与党との間で断続的に協議を行った。会合に

先駆け、ＪＲ連合は５月 19、20 日にかけて立憲・国民・

社保各会派に対し固定資産税の減免等を求める緊急要請を行ってきており、各会派はＪＲ

連合の要望事項を重く受け止め、与野党間での議論を深度化させている。 

また、５月 15 日の衆議院経済産業委員会では、ＪＲ西労

組推薦のフォーラム議員である斉木武志議員（福井２区・比

例北信越ブロック）が質疑に立ち、緊急事態宣言発令以降、

ＪＲの新幹線や特急などの利用者が大きく落ち込んでいる

厳しい状況を述べた上で、「民間企業であるにもかかわらず、

公共交通インフラ事業者という使命を持って赤字運行を続

けている」「中小事業主向けの支援措置は、大企業という理由だけでＪＲなどは適用除外と

なっている。固定資産税の減免措置をＪＲなど大規模事業者にも適用すべきではないか」と

主張した。これに対して、国土交通省鉄道局は「固定資産税等のさらなる減免措置について

指摘があったが、国土交通省としては、引き続き、鉄道事業者が事業の継続など求められる

役割を果たせるよう、必要な支援などについて適切に対応していきたい」と答弁した。 

ＪＲ連合は、ＪＲ産業で働く全ての仲間が将来に明るい希望を持てるよう、ＪＲ産業の持

続的成長を期する観点から、固定資産税及び都市計画税減免と、整備新幹線の貸付料をはじ

めとした各種貸付料減免を求めている。このように、ＪＲ連合を支援する輪は国会内で着実

に拡がりを見せているが、我々の要望事項実現に向け、今後も引き続き議員懇及びフォーラ

ム所属議員と密接に連携しいく。 


